
三郷市浄化槽雨水貯留施設転用補助金交付要綱 
 
（目的） 

第１条 この要綱は、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２条第８号の

処理区域（以下「処理区域」という。）において、不用となった浄化槽を雨

水貯留施設に転用し、雨水の有効利用を行う者に対して、予算の範囲内に

おいて補助金を交付することにより、公共下水道の普及促進を図るととも

に、良好な都市環境及び公衆衛生の向上に寄与することを目的とする。 
２ 前項の補助金の交付に関しては、三郷市補助金等交付規則（昭和５３年

規則第８号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定め

るところによる。 
 （定義） 
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定

めるところによる。 
(1) 浄化槽 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）第２条第１号の浄化槽

で、同法第５条第１項の規定による設置等の届出の審査又は建築基準法

（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定による確認を受けた

ものをいう。 
(2) 排水設備 下水道法第１０条第１項の排水設備で、三郷市下水道条例

（昭和５７年条例第２０号。以下「条例」という。）の規定に基づき設置

するものをいう。 
(3) 雨水貯留施設 貯留槽及び貯留槽に関連する給排水設備で、雨水を利

用するための施設をいう。 
(4) 転用工事 処理区域において排水設備を設置することにより不用とな

った浄化槽を雨水貯留施設に転用するための工事をいう。 

 （補助の対象者） 
第３条 補助金交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の

各号のいずれにも該当する者とする。 
(1) 転用工事に係る費用を負担する者であること。 
(2) 転用工事に係る浄化槽の設置場所が処理区域内となった日から１年以

内（市長が特別な理由があると認めた場合を除く。）に、第５条に規定す



る交付申請をし、当該転用工事が完了するものであること。 
(3) 第５条に規定する補助金の交付申請をするとき現に、市内に居住し、

かつ、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の規定により本市に

記録されている者であること。 
(4) 第５条に規定する補助金の交付申請時において、市税並びに公共下水

道に係る受益者負担金（三郷都市計画下水道事業受益者負担に関する条

例（昭和５７年条例１０号）に掲げる受益者負担金）及び使用料（三郷

市公共下水道使用料条例（昭和５８年条例第２号）に掲げる公共下水道

の使用料）を滞納していないこと。 
(5) この要綱による補助金を交付されたことがないこと。 

 （補助金額） 
第４条 補助金の額は、転用工事に係る費用の２分の１に相当する額（当該

額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とし、

３５，０００円を限度とする。 
 （補助金の交付申請） 
第５条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）

は、三郷市浄化槽雨水貯留施設転用補助金交付申請書（様式第１号）に次

に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 
(1) 転用工事場所の案内図 

(2) 転用工事の構造図 

(3) 転用工事の費用の内訳が分かる書類の写し 

(4) 市税納付状況調査同意書（様式第２号）又は市税を滞納していないこ 

とが証明できる書類 

(5) その他市長が必要と認める書類 

 （補助金の交付決定等） 
第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

補助金交付の可否を決定し、三郷市浄化槽雨水貯留施設転用補助金（交付・

不交付）決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 
２ 市長は、前項の補助金の交付決定に際し、必要があると認めるときは、

当該交付決定に条件を付することができる。 
 （補助事業の変更手続き等） 



第７条 前条第１項の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助

決定者」という。）は、当該補助金の交付決定を受けた内容を変更するとき

は、三郷市浄化槽雨水貯留施設転用変更承認申請書（様式第４号）を市長

に提出しなければならない。 
２ 補助決定者は、交付決定された転用工事を中止しようとするときは、三

郷市浄化槽雨水貯留施設転用中止申請書（様式第５号）を市長に提出しな

ければならない。 
３ 市長は、前２項の申請があったときは、速やかにその内容を審査し、変

更又は中止の可否を三郷市浄化槽雨水貯留施設転用変更等（承認・不承認）

決定通知書（様式第６号）により、補助決定者に通知するものとする。 
（施工の確認） 
第８条 市長は、この補助に係る転用工事を適正に執行するため、当該転用

工事の状況を施工の現場において確認することができる。 
 （実績報告） 
第９条 補助決定者（第７条第３項の規定により当該工事の中止の承認を受

けた場合を除く。）は、この補助に係る転用工事完了後３０日以内に、三郷

市浄化槽雨水貯留施設転用実績報告書（様式第７号。以下「実績報告書」

という。）を市長に提出しなければならない。 
 （額の確定） 
第１０条 市長は、前条の実績報告書の提出があったときは、その内容を審

査し、当該実績報告書に係る転用工事の成果が補助金の交付決定の内容に

適合すると認めたときは、補助金の額を確定し、補助決定者に対して三郷

市浄化槽雨水貯留施設転用補助金額確定通知書（様式第８号。以下「確定

通知書」という。）により通知するものとする。 
（補助金の請求） 

第１１条 補助決定者は、確定通知書を受領後に、三郷市浄化槽雨水貯留施

設転用補助金交付請求書（様式第９号）により、この補助金の交付を請求

するものとする。 
２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに当該補助金を

交付するものとする。 
(交付決定の取消し) 



第１２条 市長は、補助金の交付決定を受けた申請者（以下「補助金交付決

定者」という。）が虚偽の申請その他不正行為により補助金の交付決定又は

補助金の交付を受けたときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消

すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、

既に補助金が交付されているときは、三郷市浄化槽雨水貯留施設転用補助

金返還命令書（様式第１０号）により、交付した補助金の全部又は一部の

返還を命ずるものとする。 

３ 前項の規定により補助金の返還の請求を受けた者は、当該請求を受けた

日から起算して３０日以内に交付された補助金を返還しなければならない。 

 （雑則） 
第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 
１ この告示は、平成２９年１月１日（以下「施行日」という。）から施行す

る。 
２ 平成２８年告示第７４号により公示された下水を排除し、及び処理すべ

き区域にあっては、第３条第２号中「転用工事に係る浄化槽の設置場所が

処理区域内となった日」とあるのは「施行日」と読み替えるものとする。 


